
「生まれてくるこどものための医療に関わる」
医療に関する生命倫理について審議・管理・運営する

公的機関設置に関するご提案

公益社団法人日本産科婦人科学会
理事長木村正

臨床倫理監理委員会委員長三上幹男
同副委員長鈴木直
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１．生殖医療の歴史・現状と倫理問題

２．公的監理運営機関設置のお願い

本日の内容
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文献2 日本産科婦人科学会.倫理委員会登録・調査小委員会データブック.
https://plaza.umin.ac.jp/~jsog-art/

2019年には14人に1人が体外受精胚移植で誕生
その中の90%近くが凍結融解胚の移植で誕生

202X年＝日本人の10人に1人は体
外受精胚移植により生まれる

凍結受精卵⇒融解⇒胚移植

1978年 たった一人の誕生（英国）

1983年
たった一人の誕生（日本）

技術革命
・採卵の簡易化
・精子・受精卵・卵子凍結
⇒誰のものをいつ使うか自由

・受精卵/出生前遺伝学的検査

ART（生殖補助医療）の歴史
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日本産科婦人科学会
倫理的に注意すべき事項に関する見解を公表・会員に遵守を求める
1. 生殖補助医療実施医療機関の登録と報告に関する見解（1986年）
2. 体外受精・胚移植に関する見解
3. 顕微授精に関する見解
4. ヒト胚および卵子の凍結保存と移植に関する見解
5. 医学的適応による未受精卵子，胚（受精卵）および卵巣組織の凍結・保存に関する見解
6. 提供精子を用いた人工授精に関する見解/考え方
7. 生殖補助医療における多胎妊娠防止に関する見解
8. 精子の凍結保存に関する見解

9. 「体外受精・胚移植に関する見解」および「ヒト胚および卵子の凍結保存と移植に関する見解」にお
ける「婚姻」の削除について

10. 「XY精子選別におけるパーコール使用の安全性に対する見解」の削除について
11. ヒト精子・卵子・受精卵を取り扱う研究に関する見解/細則
12. ヒトの体外受精・胚移植の臨床応用の範囲についての見解/解説
13. 着床前診断に関する見解/細則/申請様式
14. 死亡した胎児・新生児の臓器等を研究に用いることの是非や許容範囲についての見解/解説
15. 出生前に行われる遺伝学的検査および診断に関する見解
16. 代理懐胎に関する見解/考え方
17. 胚提供による生殖補助医療に関する見解/考え方

生殖医療を行う産婦人科医と一般社会の約束事



ところが・・・見解は学会員に対してのみ有効！
現在問題となっている生殖・周産期医療が抱える倫理的課題・社会的影響

 代理母、卵子提供、精子提供
 着床前遺伝学的検査（PGT-M,A/SR）

（重篤な遺伝性疾患、流産、体外受精不成功）
 出生前遺伝学的検査（NIPT）
 医学適応のない卵子凍結

個人の幸福追求権⇔優生思想（人間の質への介入）

医学のあゆみ2017;263(10)882-885 朝日新聞論説委員 行方史郎

第3者の助けが必要な
生殖補助医療

胚の選別

胎児の選別
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https://www.moj.go.jp/content/001342903.pdf

【国の責務】（第4条）
①基本理念を踏まえ、生殖補助医療の適切な提供
等を確保するための施策を総合的に策定・実施
②①の施策の策定・実施に当たっては、生命倫
理に配慮するとともに、国民の理解を得るよう
努める

【医療関係者の責務】（第5条）
基本理念を踏まえ、良質かつ適切な生殖補助医療
を提供するよう努める

・国の責務
・医療関係者の責務
を明確にして頂きたい

令和3年12月11日施行
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（８）日本産科婦人科学会の体外受精・胚移植に
関する登録施設であること。
また、日本産科婦人科学会のＡＲＴオンライン登
録への症例データの入力を適切に実施すること。

＊保険診療を行う条件＝日産婦の施設認定⇔我々に監査権限はない。
＊生殖補助医療は日本の将来、女性、社会にとって重要な医療
＊単一の学会のみ関与するシステムでいいのか？

（学会は会員からの会費で成り立ち、会員のために活動する）

生殖補助医療の適切な提供等を確保するための施策
（令和4年4月1日より施行）
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１．生殖医療の歴史・現状と倫理問題

２．公的監理運営機関設置のお願い

本日の内容
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出来ることはやってよい…のか？
• 第三者の精子・卵・受精卵・子宮（代理
懐胎）を用いる

• 重篤な遺伝性疾患を対象とした着床前遺
伝学的検査

• 不妊症及び不育症を対象とした着床前遺
伝学的検査

• 母体血を用いた出生前遺伝学的検査
（NIPT)

• 生殖補助医療実施施設の認定

• 生殖補助医療で生まれた子供の登録

• 出自を知る権利を誰が管理するか？対価
は？

• 原因遺伝子が解れば何でもやってよいか？
（優生思想との兼ね合い）

• 希望者に誰でもやってよいか（ダウン症の
スクリーニング、男女産み分けにも使える。
妊娠成功率の向上は証明されていない。）

• 希望者はだれでも受けてよいか。偽陽性率
が多くてもわかる病気の検査をすべてやっ
てよいのか？

• 学会認定が条件だが学会に査察・監査等の
行政権限はない。

• 学会登録システムしかない。10人に1人がこ
の技術で生まれる時代“がん登録”同様国民
の健康に関する重要な情報ではないか？
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出生前遺伝学的検査（NIPT）
結果により人工妊娠中絶を行う頻度高い

着床前遺伝学的検査（PGT）
体外受精が必要

〇検査を希望するカップル
（疾患の回避）
自己決定権

〇検査で診断される疾患を持つ方、そのご家族
（遺伝性疾患・染色体疾患の排除）

ノーマライゼーションの理念

〇女性・社会全体（含む男性）

医学的判断/倫理的問題・公共の福祉

「子どもを産む」時にできる遺伝学的検査
障碍がある方もない方も、だれもが健康に生きられる社会

〇医師
産婦人科医

当該遺伝疾患専門医
臨床遺伝専門医

当事者は希望者・医療者だけではない
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11生殖補助医療の在り方を考える議員連盟第3回総会配布資料
令和3年2月9日国立国会図書館調査及び立法考査局資料1

諸外国ではART・配偶子提供などに関して国が関与している

配偶子提供
情報管理
代理懐胎の規制

生殖補助医療の
施設認定
着床前検査
出生前検査
実施登録



12埼玉医科大学産科婦人科学 石原理教授より借用



生殖補助医療施設認定・施設実地審査・症例登録データベース（諸外国）

諸外国；行政が生殖補助医療実施医療機関を認定
施設認定審査業務を医療と登録制の質の向上に活用している

台湾；生殖補助医療実施医療機関は3年に一度、書面審査に加え3名の審
査委員（専門家）による1時間の実地審査を受ける。審査項目には人員や
設備に加え、当局が無作為抽出した20症例の報告内容とカルテの突合審
査も含まれる
オーストラリア、英国；実地審査を伴う認定審査

生殖補助医療実施医療機関の登録・整備に関する指針
生殖補助医療実施例登録の法律

きちんと税金をかけて管理する時代
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「生命倫理に係わる生殖・周産期医療を管理・運営する公的機関の設置に関する提案書」について

https://www.jsog.or.jp/modules/news_m/index.php?content_id=1171
https://www.jsog.or.jp/modules/news_m/index.php?content_id=1153 14

https://www.jsog.or.jp/modules/news_m/index.php?content_id=1171
https://www.jsog.or.jp/modules/news_m/index.php?content_id=1153


日本において公的機関が「子供を産む」ことに関する生命倫理を
管理運営するに際しての問題点・解決案

【提案】
① 「子供を産む」医療に関する生命倫理

継続的に方向性を議論する委員会（専門委員会）：指針を策定
② ①の委員会を所轄・その方向性に基づいて実務を行う委員会（監
理）を、こども家庭庁内あるいは公益財団法人などの形で組織（医療
機能評価機構などがモデル）

戦前(人口政策確立要綱1941)、戦後(優生保護法1948)の反省から、国が生
殖・生命倫理に関して直接に規則（法）を策定しづらい

「命の選別」を懸念する意見もあり、意見が分かれる着床前・出生前遺伝学的
検査など法律の策定は困難

技術の進歩が著しく、法制定をすると新技術の発展を導入できなくなる可能性
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子供を産む
妊娠前
周産期

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku/pdf/kihon_housin_gaiyou.pdf

庁内？
公益社団？
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